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10款　教育費

２項　小学校費 教育人材開発課（内線：７９３９）

１目　小学校費 （単位：千円）

国庫支出金 起債 その他 一般財源

 １　事業の目的、概要

 ２　主な事業内容

 ３　事業目標・取組状況・改善点

  ＜県教育委員会が定める学級編制基準の変更＞
　・小３～６は、協働的な学びの環境を整えるとともに、基本的な生活習慣の確立や基礎学力の定着
　　等をより一層図るため、これまで同様の協力金（200万円）方式により30人学級を実施する。【拡充】

　
　

　

・小１・２(30人)、中１(33人)は、進学により生じる課題である小１プロブレムや中１ギャップ解消の対応
　が引き続き必要であり、学校生活や人間関係への円滑な適応を図るため、単県費で少人数学級を
　実施する。【現行制度継続】

－
－
－

少人数学級の拡充

トータルコスト
従事する職員数

－ － －

主な業務内容

　　 鳥取県の目指す子育て環境の一層の充実を図るため、令和３年度から国が実施している少人数
　学級の動向等を踏まえ、県と市町村の協働により、国よりさらに一歩先行する形で令和４年度以降、
　新たな少人数学級の制度構築を行っていく。

－ －

　＜事業目標＞
　　 市町村と協働し、児童生徒一人ひとりに応じたきめ細かな指導を実施することで、学力向上やいじ
   め、不登校への対応等、喫緊の教育課題の解消を図る。
  ＜取組状況＞
　〇少人数学級の実施による効果（R４．９月実施の教職員アンケートから抜粋）
　　・児童の授業の理解度向上につながる １００％
　　・学習が好きな児童の増加 ９６．３％
　　・児童の発言の機会の増加 ９６．３％
　　・児童の活動量の増加 ９４．４％
　　・児童の学習状況を把握しやすくなる １００％
　　・教員が児童と向き合う時間の確保 １００％
　　・教員の働き方改革につながる ８８．９％
　〇これまでの本県独自の少人数学級の導入により、学習意欲の向上、学校不適応の課題、特別な
　　支援を必要とする児童生徒等の課題対応に一定の成果があった。一方、生徒指導や不登校など
　　諸問題の低年齢化、特別な支援が必要な生徒の増加、学力向上、ＩＣＴ教育の活用などの喫緊
　　の課題に対して、児童生徒へのより一層のきめ細かな指導が必要である。
　＜改善点＞
　 〇より個別対応が可能であるというメリットを活かし、きめ細かな指導、教育的ニーズ・理解度に応じた指導
　　  の一層の充実による学力向上の推進を図っていく。
　 〇国に先行してさらなる少人数規模での学級経営をすることで、小学３年生（教師から集団の形で自立し、
　　  仲間だけで行動し始める時期）以降に係る進級時の学級規模拡大による学級経営の不安定化の解消を
　　  図っていく。
　 〇GIGAスクール構想による１人１台端末環境の下での個別最適な学びや多様な学習環境への対応を行
　　   っていく。
　
　

令和５年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比　較
財　源　内　訳

備考事　業　名

－ －
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